



の機会の確保に関する法律案」が上程された。第190国会の会期は 6 月 1 日までであり、7 月の参議
院選挙のため延長が行われなかったため、次期国会への継続審議とされている。

















この法案の原型は「（仮称）オルタナティブ教育法骨子案」（2011 年 2 月）である。これは第 3 回
JDEC（Japan Democratic Education Conference）日本フリースクール大会（2011年 2 月11日・12日
東京）で採択されたものである。作成団体はNPO法人フリースクール全国ネットワーク（FSN）で
連絡先は東京シューレの所在地である。FSNは2000年にIDEC（International Democratic Education 
Conference）が日本で開催されたのをきっかけに、翌2001年 2 月に設立された。
この法律案の提案については、2008年からFSNが「政策制度研究会」を置き検討を行い、2009年















「新法研究会」に改組され、具体的な検討が続けられた。そして2010年 1 月の第 2 回JDEC日本フリー
スクール大会で法案作成について公表され、翌2011年 2 月の第 3 回大会で骨子案（Ver.1）の採択と
なったのである。
さらに翌2012年 2 月の第 4 回大会で、骨子案Ver.2が採択されるとともに、法案を「実現する会」
の発足が提唱された。（骨子案Ver.2の本文はVer.1と同一である。）
同年 7 月 8 日「（仮称）オルタナティブ教育法を実現する会」の第 1 回総会が開催され、法の制定
を目的とする会が発足した。同年10月 8 日に第 2 回総会が開かれたが、ここで法案名と会の名称の
変更が行われた。法案名は「子どもの多様な学びの機会を保障する法律」（略称「多様な学び保障
法」）とされ、これに合わせて会の名称も「多様な学び保障法を実現する会」と変更された。
2013年 2 月の第 5 回JDEC（日本フリースクール大会）で骨子最終案が公表される。そして2014年









2013年に解散したが、2014年 6 月 3 日に「超党派フリースクール等議員連盟」（会長　河村建夫　幹
事長　馳浩　事務局長　林久美子　約 50 名）が発足した。それに先だって 4 月には「夜間中学等義
務教育拡充議員連盟」も発足していた。（会長　馳浩　副会長　林久美子　幹事長　小渕優子　主要
メンバーは両者でほぼ重なっている。）














































































































































































































































































な学び保障法を実現する会」の第 2 回総会で採択された。その後2013年 2 月10日第 5 回JDEC日本
フリースクール大会で改訂版が提示された。内容的には「オルタナティブ教育法案」の改訂版に相当
すると言える。
2012年10月 8 日の骨子案の内容と、2013年 2 月10日の骨子案改訂版の変更点は以下の通りである。



















































































































































































また2012年10月 8 日版から2013年 2 月10日版への変更としては、「多様な学びの場」登録教育
機関を支える組織として、国レベルの「（仮称）多様な学び支援推進機構」と地方公共団体レベル
の「学習支援センター」という二層の仕組みが明確化されていることが挙げられる。






































































































































































































































































































































































































































































る「法律案に関する論点別の整理―10の疑問に答える」（2015年 9 月 5 日）によって知ることができ











































































































2  教育再生実行会議は、これに続く第 6 次提言（2015年 3 月）で「『再チャレンジ』」支援の総合的な推進のた
め、フリースクールにおける多様な学びを含めた抜本的な不登校対策」、第 7 次提言（2015年 5 月）で「発
達障害や不登校の子どもに対するフリースクールを含む多様な学びの機会の支援」を、各々提言している。
3  安倍晋三総裁記者会見（両院議員総会後）（https://www.jimin.jp/news/press/president/130574.html 
2016年 8 月10日参照）
4  2012年10月 8 日版では「履修証明書」となっているが、本項目のタイトルや説明文では「履歴証明」となっ
ているので、誤植とみなして「履歴証明書」と訂正をした。
5  10 月 8 日版では「入学資格を付与されよう国は必要な措置を講じる。」となっているが、「されるよう」の
「る」の脱落とみなして補った。
6  2013年 2 月10日版では「登録家庭」という用語が用いられているが、家庭が登録する具体的な規定などは
示されておらず、今後の課題であると説明されている。
7  PHPPolicyReview（PHP総合研究所）Vol.2―No.8　2008年 5 月
 （http://research.php.co.jp/policyreview/pdf/policy_v2_n08.pdf　2016年 8 月10日参照）




11	 http://freeschoolnetwork.jp/p-etc/1254（2016年 9 月26日参照）
